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かわさき産業振興プラン第２期実行プログラム（案） 概要

「かわさき産業振興プラン」は、「川崎市総合計画」を上位計画とする、産業振興に
関わる分野横断的な計画であり、「総合計画」で掲げるまちづくりの基本目標のひとつで
   力強 産業都市     実現 向  産業振興 方向性 定      。
現在のプランは、「総合計画」との連携を図り、計画期間を10年間（2016（平成
28）年度から2025（平成37）年度） して策定しました。
また、「総合計画」の第１期実施計画とあわ  第１期実行      計画期間を
2016（平成28）年度   ２年間        
今回、計画期間を４年間（2018（平成30）年度  2021（平成33）年度）
とする「総合計画」の第２期実施計画とあわせ、プラン 第２期実行      策定
 行    

■第２章 本市の産業を取り巻く現状 ■第３章 第１期実行プログラムに基づく主な取組の成果

「川崎市総合計画」と「かわさき産業振興プラン」との関係

    産業振興   第２期実行      構成
第１章 第２期実行プログラムの策定にあたって

第２章 本市の産業を取り
巻く現状

第３章 第１期プログラム
に基づく主な取組の成果

第４章 第２期実行プログラムの基本的考え方

第５章 第２期実行プログラム

第６章 第２期実行プログラムの進行管理

策定の趣旨
計画期間等

考慮すべき事項の整理
・社会環境の変化
・これまでの取組成果

第２期実行プログラムで
共通し強化、念頭に置く
５つの視点の設定

７つの政策を５つの視点
を踏まえ推進

中小企業活性化条例と
一体的な施策の進行管理

■第１章 第２期実行プログラムの策定にあたって

○ICTを核とした情報通信産業と製造業等との連携の推進
・情報通信産業の従業者割合が全国トップクラスに
ある市内へのICT産業の集積の強みを活かして、
汎用技術であるICTと製造業や他の産業との連携
を推進

○知的財産交流の全国展開
・地元中小企業と顔の見える関係を活かした知的財産のマッチング支
援は「川崎モデル」として全国の自治体、金融機関等から注目を集
め、地域を超えたネットワークの形成にも発展し、全国各地の大企
業、中小企業と市内中小企業とのビジネスマッチングの機会が増加

○農業と他の産業との連携の推進
・多様な主体が共存する川崎で、互いが連携し、
川崎らしい新たな農業価値を創造することを目指
して、2016（平成28）年度に「都市農業活性化
連携フォーラム」を設置し、先導的モデル事業を
推進

○ウェルフェアイノベーションのプロジェクトの展開
・ウェルフェアイノベーションフォーラムを構成する企業・福祉事業
者・大学等の数は約300と年々増加傾向にあるとともに、多様な主
体の共創によるプロジェクトが次々に展開

○SNS等を活用したインバウンド戦略
・ビッグデータを活用した市内来訪者の国籍、
人数等の分析に基づくマーケティング戦略や、
「インフルエンサー」を活用した情報発信など、
東京オリンピック・パラリンピックを見据えた
インバウンド戦略に着手

○川崎駅周辺での賑わいの創出
・2016（平成28）年度に20周年を迎えた「カワサキハロウィン」
は、国内最大級の仮装パレードの実施など、国内外から高い注目を
集め、メディア露出の広告換算金額は約14億円

・川崎競馬場を会場に2017（平成29）
年９月に開催した本市で初めての食
のイベント「全国餃子まつり」は約
10万人が来場し新たな賑わいを創出

○中小企業活性化条例を契機とした中小企業活性化施策の充実
・外部有識者による本市の中小企業活性化施策の検証組織を附属機関
として設置し、中小企業活性化施策の検証、改善を実施

市内産業の状況
○最新の経済センサス（2016年速報
値）では、事業所数41,028事業所、
従業者数544,782人（右図）
→２年前と比較して1,588事業所
（3.7％）、9,975人（1.8％）減少

○しかし、従業者数推移の他都市との比
較では大幅な増加傾向（右図）

○「情報通信業」、「学術研究，専門・技
術サービス業」の従業者割合は、他の大
都市に比べ引き続き高い状況にあり、本
市産業の特徴・強み（下図）
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【学術研究，専門・技術サービスの従業者割合(2016年)】

社会経済環境の変化
○第４次産業革命の進展
ＩｏＴ、ビッグデータ、ＡＩ、ロボット等の技術革新に代表される第４次産業革
命 進展        実現不可能 思     社会 実現 可能   
一方、産業構造や就業構造が劇的に変わると想定

○働き方の変化
少子高齢化 労働力人口 減少  中 持続的 経済成長 実現    
              改善  女性 高齢者 働    社会 実現 
ることが必要（市内事業所アンケートからも人材確保、人材育成が大きな課題）

○東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催
東京オリンピック・パラリンピックに向け、国内外から多くの観光客を迎え入れ、市
内 多様 魅力 触  機会 増      大会前後 生   活発  
ト、モノ、投資の動きを取り込むことは市内の様々な産業を活性化するチャンス

(市内事業所アンケートでもオリンピック・パラリンピックに向け約２割が新たに何らか取組を志向)
○拠点整備の進展
［臨海部］殿町           概成 羽田連絡道路供用開始予定等
［川崎駅］川崎駅北口自由通路 西口大宮町地区    屋跡地等
［新川崎］創造のもり地区ＡＩＲＢＩＣオープン等
［武蔵小杉］都市型大型住宅 整備           供用開始等
［その他］羽田空港跡地第１・２ゾーン整備、品川・田町駅間新駅設置
‘09年   15年 ７年間 ＪＲ川崎駅 乗車人員約１割増 ＪＲ武蔵
小杉駅約６割増    羽田空港  10年 国際線      運用開始以
降 国際線乗降客 大幅 増加（ 09年：276万人→‘16年：1,564万人）

ICTを核とした市内企業の連携事例
（センサー付スマート鼻輪の開発）

ICTを活用した施設園芸における
省力化・効率化のモデル事業

インフルエンサーの力を活用
した市内観光スポットの情報発信

UDタクシーでの
工場夜景ツアー創出 対話支援機器comuoonの

ろう学校での実証実験
排泄予知センサーの
介護施設での実証実験

川崎競馬場を会場とした
「全国餃子祭り」

【市内事業所数、従業者数推移】

【本市及び他都市の従業者数変化 ’09年=100】

資料１

川崎市総合計画

産業振興施策の重点項目

めざす都市像
 成長 成熟 調和   持続可能 最幸   かわさき」

まちづくりの基本目標
「安心のふるさとづくり」  力強 産業都市    

かわさき産業振興プラン

都市拠点・観光資源
 活   交流人口

の拡大

産業人材の確保と
雇用への対応起業・創業の支援

中小企業の活性化
 中小企業 成長促進
・中小企業支援

市民生活 支える
産業の振興

経済の国際化
(グローバル化)対応成長産業 育成振興

方針１ 市内立地企業 国際競争力 強化
方針２ イノベーションの促進
方針３ 市民生活 雇用 支  産業 振興
方針４ 多様 人材 活躍   人材交流都市 構築

【理念】
多様な人材と産業が創り出す 活力 魅力 あふれるオープンイノベーション都市かわさき
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■第４章 第２期実行プログラムの基本的考え方

オープンイノベーションの推進 社会を変革する次世代技術の
本格到来を見据えた対応

誰もが活躍する
魅力あるワークスタイルの実現

東京2020オリンピック・
パラリンピック競技大会を
好機と捉えた取組の推進

まちの多様性、
まちの変化を捉えた取組

○多様な産業が集積する本市の特徴
を活かし、農商工連携など産業分
野の枠を越えた連携を推進し、新
たな技術、サービスの創出を推進

○先進的取組のモデル事業等につい
て、実証の場や実証のフィールド
に適した企業等について、本市の
持つネットワークを活かし、積極
的にマッチング

○情報通信産業や高度ものづくり産業
等が集積する本市の強みを活かし、
第４次産業革命をリードする先進的
なモデル事業の創出を推進

○製造業や農業等での生産性の向上や、
商業や観光等でのサービスの向上、
快適で働きやすい環境の実現など、
市内産業を活性化する場面でのモデ
ル事業を積極的に推進

○働きやすく魅力ある環境づくりを
推進し、市内中小企業の人手不足
解消や事業継続を支援

○起業・創業など、様々な就業形態
が選択しやすい環境をつくり、経
済の活性化も実現

○意欲のある人が学び、交流できる
よう、技術や知識の習得など、学
びなおし、学び続ける場や、交流
の機会の提供を推進

○川崎大師や生田緑地、工場夜景、
環境技術など、川崎にしかない魅
力ある観光コンテンツを活かし、
国内外から多数の旅行者を迎え入
れ、観光産業を振興

○ウェルフェアイノベーションの取
組のさらなる発展など、大会前後
の活発なヒト、モノ、投資の動き
を有効に活用

○川崎の持つまちの多様性（様々な
産業の集積エリアや住宅地・農地
などの地理的多様性、世代や国籍
の人材の多様性）を活かした取組
を推進

○羽田連絡道路や川崎駅周辺の開発、
殿町・キングスカイフロントや新
川崎・創造のもりへの企業集積な
ど、まちの変化を捉えた柔軟な対
応を実施

○本市の特性を活かし、多様な連携に
よるイノベーション創出の動きなど
成長の芽が生まれている状況

○殿町・キングスカイフロントや新川
崎・創造のもり等が、成長産業をけ
ん引するエンジンとして本格稼働

○第４次産業革命や、東京オリンピッ
ク・パラリンピック、働き方改革な
ど、大きな変化の波を的確に捉える
ことが成長の重要な鍵

■第５章 第２期実行プログラム

【第２期実行プログラム（計画期間 2018（平成30）年度から2021（平成33）年度）での５つの視点】

○イノベーション創出の成長の芽を伸
ばすため、プランの方針、重点項目
を継続、強化

○社会経済環境の変化等を踏まえ、
共通して強化、念頭に置くべき５つ
の視点を新たに設定

政策３
中小企業の活性化

政策４
市民生活を支える産業の振興

政策５
産業人材の確保と雇用への対応

政策６
経済の国際化への対応

政策７
都市拠点・観光資源を活かした
交流人口の拡大

政策２
成長産業の育成振興

政策１
起業・創業の支援

【７つの政策】 【基本戦略】 【５つの視点に基づく取組の方向性】

・市内産業を活性化するベンチャー企業の創出・育成
・様々な主体、手法による創業の促進

・成長産業分野でのイノベーションの創出
・成長産業の拠点形成［殿町・キングスカイフロント、新川崎・創造のもり］
・臨海部の活性化

・中小企業の競争力強化 ［経営改善、基盤強化、事業承継等］
・中小企業の操業支援 ［経営安定、操業環境保全等］
・中小企業の成長促進 ［新分野進出、知財活用等］

・魅力と活力のある商業地域の形成
・都市農業の活性化と都市農地の活用
・市民への安全安心な食料品等の供給
・市民の安全安心な消費生活の確保

・就業の支援
・人材の育成・確保
・働きやすい環境づくりの推進

・市内企業の国際化支援
・環境ビジネスの海外展開の支援

・川崎の特性を活かした観光の振興
・川崎の特性を活かしたビジネス交流の促進

■第６章 産業振興プランの進行管理
○ 第２期実行         第１期実行       同様  総合計画   整合 図   成果指標  活用  進行管理 実施
○また、  第２期実行      は、 中小企業活性化条例  基  中小企業活性化施策 実施計画    位置      条例 基   附属機関 川崎市産業振興協議会  施策 実施状況 報告等 行  施策 検証 改善 推進

・幅広い年齢層における起業希望者の集積促進から成長支援までの一体的な取組の推進
・市内に集積する最先端の企業・研究機関等のポテンシャルを活かした産学・産産連携による新た
な製品・サービスの創出や付加価値化

・まちの多様性や変化による地域課題等を踏まえたソーシャルビジネスの創出支援

・ＩｏＴや３Ｄプリンタなど次世代技術を活用した成長産業分野での技術・サービスの創出
・東京オリンピック・パラリンピックの開催を活かした、ウェルフェアイノベーションの取組の
発信

・殿町・キングスカイフロントや新川崎・創造のもりの先端産業分野の企業等と市内中小企業との
連携・交流の推進

・情報通信産業と製造業等との連携の促進による、ＡＩやＩｏＴ等の分野での先端的な取組の創出
・東京オリンピック・パラリンピックの開催の機会を活用した、市内企業等の技術力等の国内外へ
の情報発信

・知的財産交流の大企業・中小企業連携、他都市連携の推進による、オープンイノベーションネッ
トワークの拡大

・様々な技術やツールを活用した、商店街の魅力の発信
・市民・企業・大学・福祉団体等の多様な主体との連携による、新たな農業価値の創造
・市場を取り巻く環境の変化に対応した卸売市場の実現
・計量制度におけるＩｏＴ等の技術革新への対応
・次世代技術の進展に伴う消費者トラブルの増加に対応した消費者相談の推進

・企業、経済団体、ハローワーク等とのさらなる連携による就業の支援
・新卒者、若年無業者、育児等で離職した女性、中高年齢者など多様な人材に対する、就業形態等
の様々なニーズに応じた就業の支援

・市内ＩＣＴ企業との連携による次世代技術を活用した働きやすい環境づくりの支援
・次世代技術を活用した労働生産性の向上等の推進

・ジェトロ、中小企業基盤整備機構等の支援機関や在日海外商工会議所等の海外経済関係機関、
商社、金融機関等、多様な主体との連携による海外展開の支援

・「かわさきグリーンイノベーションクラスター」会員企業等のネットワーク・環境技術などを
活用した、新たな環境ビジネス創出の支援

・東京オリンピック・パラリンピックを好機と捉えた外国人観光客へのプロモーションの促進
・ＳＮＳ等を活用した本市の多彩な観光資源の魅力の発信
・川崎市コンベンションホールを拠点とした産業交流の促進に向けて、殿町・キングスカイフロン
トや新川崎・創造のもりに集積する企業や研究機関等に対するコンベンション誘致の推進

政
策
１

政

策

２

政

策

３

政

策

４

政

策

５

政
策
６

政

策

７

ライフ、グリーン、ウェルフェア
等のイノベーション


